




  要約:ハイリスク児に対する保健婦家庭訪問の現状を知る目的で、大阪府の全保健所に

対して 1994 年出生の極低出生体重児の家庭訪問指導に関するアンケート調査を行い、62

保健所からの回答について集計分析した。同時に 1997 年 4 月からの母子保健法実施後に

おけるハイリスク児に対する家庭訪問および療育指導の現状について調査した。保健婦家

庭訪間に関するアンケート調査の結果、同期間の人口統計による低出生体重児は 6,343 名

で、その内の 79%に訪問指導が実施されており、また極低出生体重児は 548 名で、その内

の児の死亡や転居を除くほぼ全例の 441 名に家庭訪問指導が実施されていた。しかし、極

低出生体重児の病状把握に十分な情報が新生児医療機関より得られていないと回答した保

健所は 40%であり、里帰り分娩や転居などのため情報が遅れたり無かったりすることもそ

の理由のひとつであると考えられた。家庭訪問指導上での問題点として、医療機関がら保

健所への退院連絡票によるハイリスク児の病状や保健所ヘ希望する訪問指導内容などの情

報提供の重要性が指摘された。1997 年 4 月から母子保健法の実施により乳幼児健診や新

生児訪問は市町村事業に移譲されたが、未熟児およびハイリスク児に対する家庭訪問は保

健所の事業として継続されており、さらに未熟児や多胎児の保護者の育児不安の解消や交

流を目的とした保健所での未熟児教室や多胎児教室の開催などの集団的対応が進められて

きている。今後、ハイリスク児の退院後のフォローとその家族への適切な育児支援をめざ

して、医療機関、保健所、療育施設間での情報ネットワークの整備と、よりー層の連携が

必要である。


